
令和８年９月 

全国消防協会会員（消防職員）の皆様へ 

謹啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
さて、このたび標記の新刊図書が新日本法規出版株式会社より発行されますので、下記のとおりご案内申し上

げます。 

◆  

本書は、消防法施行令第 32 条に基づく「消防用設備等の設置の免除・緩和等の特例」に関する膨大な通知・行政実

例を消防用設備ごとに分類・整理して多数収録した実務書です。 

近時の法令改正に完全対応し、実務ニーズの高い「可動式ブース」や、携帯電話の普及に伴う「火災通報装置の設

置免除要件」、危険物から「指定可燃物」への規制見直しに係る特例基準等の最新情報を網羅しています。特例の

解釈や適用のポイントをわかりやすく解説する「memo」も随所に掲載され、確認・審査業務に欠かせない一冊とな

っています。 

◆  

本書は、深刻化するカスタマーハラスメント（カスハラ）から現場の職員を守るための実践的な防衛マニュアルで

す。行政への不当要求対応に精通した弁護士陣が、初期対応の要点から、悪質な場合の法的対応策まで具体的に解

説しています。 

特に「何度も同じ人から入る 119 番通報」「消火活動中の暴言・暴力」「救急対応時の特別扱い要求」「立入検査

を拒絶する居住者への対応」など、消防の現場で直面する代表的な独特事例を詳しく取り上げており、安心・安全

な公務執行に必ずお役立ていただけます。 

つきましては、各位好個の執務参考書・実務書としてお役立ていただけるものと思料し、ご案内いたします。

ご希望の向きは下記要領にてお申込みください。 

敬白 

記 

【書名および価格】 
新刊書＜単行本＞※９月下旬発行予定 

 
新刊書＜単行本＞※９月中旬発行予定 

※２書籍または２部以上お申込みの場合、送料は発行所負担（無料）といたします。 

【申込方法・納品・代金お支払い方法】 
1. 申込方法： 添付の「FAX 申込書」にてお申込みください（自署での申込は捺印不要です）。 

2. 納  品： 発行所より直接納品（お届け）されます。 

3. お支払い： ご注文品に同封の請求書により、郵便局、全国の主要コンビニエンスストア、料金収納端末設置店にて

お支払いください。また、請求書のバーコードからスマホ決済アプリでもお支払いが可能です。 

（発行所）新日本法規出版株式会社 

〒162-8407 東京都新宿区市谷砂土原町 2-6 

（問合せ先）コンタクトセンター 0120-089-339 

受付時間 9:00～16:30（土・日・祝日を除く） 



謹啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

確信し、ご案内いたしますので､ぜひこの機会にお申込み賜りますようお願い申し上げます。

１．書名および価格

【新刊書】 単行本 コード 5100411

6,050 円(税込） 部

【新刊書】 単行本 コード 5100413

4,290 円(税込） 部

　　　

■上記書籍を代金後払いにて申込みます。 年 月 日

　　　　　　　　　　　　　 

支社 社員コード 実施No. 請区 請時 納本 請求 入金 案内

 実務参考図書のご案内について

　さて、弊社は下記図書を発行いたします。 皆様の日常業務にお役立ていただけるものと　

本FAX申込書をご利用ください。申込書は自署の場合のみ捺印不要です。

〔改訂版〕通知でわかる　消防用設備の設置免除・緩和措置     －
消防法施行令第３２条の特例－

価格 送料570円

〔2026年9月発行予定〕 お申込部数

謹　白

【申 込 書】

〔2026年9月発行予定〕 お申込部数

　

２．お申込方法・ご納品・お支払い方法 　

各　位

弊社より直接納品いたします。代金はご注文品に同封の請求書により郵便局又は全国の主要コンビニエンスス
トア、および料金収納端末設置店にてお支払いください。また、請求書に記載されているバーコードから、ス
マホアプリ決済でもお支払いいただけます。

ご住所 　〒　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　ご担当者 様

事例にみる　行政カスハラ対応の手引
－自治体、警察・消防、学校・保育、医療・介護等－

価格 送料410円

※２部（２書籍）以上お申込みの場合は送料弊社負担とさせていただきます。

　１週間以内にご連絡ください。

※お申込みいただきましたお客様のお名前・ご住所などの情報は、ダイレクトメールのお届けなど弊社の営業活動に限って使用させて

　いただいております。

　新日本法規出版株式会社　東京支社  担当： 児嶋絵美

　〒162-8407 東京都新宿区市谷砂土原町2-6

TEL　　( 　　　   )    　　　　　－　　  　　  　　　　 　         FAX　　　( 　　　   )    　　　　　－　　  　　  　　　　

※弊社ホームページのプライバシーポリシー（ https://www.sn-hoki.co.jp/privacy/）をご確認いただき、個人情報の取り扱いについて

　同意の上、申込書のご記入をお願いします。

※電話番号による登録を行いますので、市外局番からご記入ください。

※お客様都合による商品の返品はできません｡万－､商品の不備・不良または注文した商品と受取った商品の相違による交換は、商品到着後

(お問合せ先)コンタクトセンター0120－089－339　受付時間9:00～12:00, 13:00～16:30(土・日・祝日を除く)

購入区分 納区

92 911388 69235 庁用・社用・個人
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消防用設備の設置免除・緩和措置－消防法施行令第32条の特例－ 
通知でわかる 〔改訂版〕

序　章　一般的事項 
１　消防用設備等に係る技術基準の体系 
          ［早見表］消防用設備等設置基準早見表
２　消防用設備等の設置単位 
３　令 32 条特例とは 
４　令 32 条特例の適用申請手続 
　
第１章　消火設備 
１　消火器具 
・消火器具設置基準（令 10 条 1項） 
・消火器具技術基準（令 10 条 2項） 

２　屋内消火栓設備 
・屋内消火栓設備設置基準（令 11 条 1項） 
・延べ面積・床面積の倍読み規定関係（令 11 条 2項） 
・屋内消火栓設備技術基準（令 11 条 3項） 
・他消火設備による有効範囲内の部分の設置省略
（令 11 条 4項） 

３　スプリンクラー設備 
・スプリンクラー設備設置基準（令 12 条 1項） 
・スプリンクラー設備技術基準（令 12 条 2項） 

４　水噴霧消火設備等 
・水噴霧消火設備等設置基準（令 13 条 1項） 
・水噴霧消火設備技術基準（令 14 条） 
・泡消火設備技術基準（令 15 条） 
・不活性ガス消火設備技術基準（令 16 条） 
・ハロゲン化物消火設備技術基準（令 17 条） 
・粉末消火設備技術基準（令 18 条） 

５　屋外消火栓設備 
・屋外消火栓設備設置基準（令 19 条 1項） 
・同一敷地内の建築物を一の建築物とみなす基準
（令 19 条 2項） 
・屋外消火栓設備技術基準（令 19 条 3項） 

６　動力消防ポンプ設備 
・動力消防ポンプ設備技術基準（令 20 条 4項） 

第２章　警報設備 
１　自動火災報知設備 
・自動火災報知設備設置基準（令 21 条 1項） 
・自動火災報知設備技術基準（令 21 条 2項） 

２　ガス漏れ火災警報設備 
・ガス漏れ火災警報設備設置基準（令21条の2第1項） 
・ガス漏れ火災警報設備技術基準（令21条の2第2項） 

３　漏電火災警報器 

消防法施行令第32条に基づく消防用設備等の
設置の免除・緩和等の特例に関する通知・行政
実例を多数収録しています。 

◆多数の通知・行政実例を収録！ 

通知・行政実例を消防用設備別に分類・整理し
て掲載しているので、参考となる適用要件をす
ぐに見つけることができます。 

◆適用要件が探しやすい！ 

◆要点がわかる！ 

掲 載 内 容
・漏電火災警報器設置基準（令 22 条 1項） 
・漏電火災警報器技術基準（令 22 条 2項） 

４　消防機関へ通報する火災報知設備 
・消防機関へ通報する火災報知設備設置基準
（令 23 条 1項） 
・消防機関へ通報する火災報知設備技術基準
（令 23 条 2項） 

５　非常警報器具・非常警報設備 
・非常警報器具・非常警報設備設置基準
（令 24 条 1項から 3項） 
・非常警報器具・非常警報設備技術基準
（令 24 条 4項） 

　
第３章　避難設備 
１　避難器具 
・避難器具設置基準（令 25 条 1項） 
・避難器具技術基準（令 25 条 2項） 

２　誘導灯・誘導標識 
・誘導灯・誘導標識設置基準（令 26 条 1項） 
・誘導灯・誘導標識技術基準（令 26 条 2項） 

　
第４章　消防用水・消火活動上必要な施設 
１　消防用水 
・消防用水設置基準（令 27 条 1項） 
・消防用水技術基準（令 27 条 2項） 

２　排煙設備 
・排煙設備設置基準（令 28 条 1項） 
・排煙設備技術基準（令 28 条 2項） 

３　連結散水設備 
・連結散水設備設置基準（令 28 条の 2第 1項） 
・連結散水設備技術基準（令 28 条の 2第 2項） 

４　連結送水管 
・連結送水管設置基準（令 29 条 1項） 
・連結送水管技術基準（令 29 条 2項） 

５　非常コンセント設備 
・非常コンセント設備技術基準（令 29 条の 2第 2項） 

６　無線通信補助設備 
・無線通信補助設備技術基準（令 29 条の 3第 2項） 

７　総合操作盤 
・総合操作盤技術基準 

　
第５章　防火対象物に係る特例 
１　防火対象物に係る特例 
２　道路の用に供される部分の特例 
３　畜舎等に係る基準の特例 
　
通知年次索引 

内容を一部変更することがありますので、ご了承ください。

消防設備設置基準研究会 編集 

消防用設備の
設置免除・緩和措置 

改訂版

－消防法施行令第32条の特例－ 

通知でわかる 

【令 32 条特例】の適用要件がわかる！！
近時の法令改正・通知・行政実例に対応！！

特例の解釈や適用のポイント等をわかりやすく
解説する memo を随所に掲載しています。 



消防用設備の設置免除・緩和措置－消防法施行令第32条の特例－ 
通知でわかる 〔改訂版〕
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２ 屋内消火栓設備

(1) 設置基準

屋内消火栓設備の設置を要する防火対象物又はその部分については、令11条1項に規定されてい

ます（⇒序章 1(5) 消防用設備等設置基準早見表（10頁）参照）。

(2) 法令による緩和措置

屋内消火栓設備は、令11条1項各号に掲げる防火対象物又はその部分に設置することとされてい

ます。この場合において、当該防火対象物又は部分の構造により、設置が義務付けられる延べ面積

又は床面積の数値についての緩和措置や消火設備を設置した場合の緩和措置が規定されています。

ア 防火対象物又はその部分の構造による緩和措置

令11条1項各号（5号を除きます。）に掲げる防火対象物又はその部分の延べ面積又は床面積の数値

は、次によることとされています（令11②）。

基準面積に

対する倍数
防火対象物又はその部分の構造 適用が制限される場合

3倍 特定主要構造部（建築基準法2条9号

の2イに規定する特定主要構造部）を

耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天

井のない場合にあっては、屋根。）の室

内に面する部分（回り縁、窓台その他

これらに類する部分を除きます。）の

仕上げを難燃材料（建築基準法施行令

1条6号に規定する難燃材料をいいま

す。）でしたもの

令12条1項1号に掲げる防火対象物に

ついて令11条1項2号の規定を適用する

場合にあっては、当該3倍の数値又は

1,000㎡に令12条2項3号の2の総務省令

で定める部分の床面積の合計を加えた

数値のうち、いずれか小さい数値

2倍 特定主要構造部を耐火構造としたそ

の他の防火対象物又は建築基準法2条9

号の3イ若しくはロのいずれかに該当

し、かつ、壁及び天井の室内に面する

部分の仕上げを難燃材料でしたもの

令12条1項1号に掲げる防火対象物に

ついて令11条1項2号の規定を適用する

場合にあっては、当該2倍の数値又は

1,000㎡に令12条2項3号の2の総務省令

で定める部分の床面積の合計を加えた

数値のうち、いずれか小さい数値

イ 他の消火設備を設置した場合の設置免除

令11条1項各号に掲げる防火対象物又はその部分にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火

設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備又は動力消防

ポンプ設備をそれぞれの技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したときは、

令11条1項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部分（屋外消火栓設備及び動力消防ポンプ

設備にあっては、1階及び2階の部分に限ります。）について屋内消火栓設備を設置しないことができ

るとされています（令11④）。

第１章 ２ 屋内消火栓設備
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なお、旧3号告示の規定により総合操作盤が設置されている場合と同等以上の効力を有するも

のとして令第32条の規定を適用されているものについては、引き続き、総合操作盤と同等以上の

効力を有するものとして取り扱って差し支えないこと。

5 その他

この通知の実施に伴い、「消防用設備等に係る操作盤を設ける防火対象物の要件、操作盤の基準

及び操作盤の設置免除の要件を定める件を定める告示の制定について」（平成9年3月21日付け消

防予第50号）は廃止するものであること。

（平16・5・31消防予93）

memo 総合操作盤は、個々の消防用設備等に係る技術上の基準において設置することが必要と

なりますが、一の総合操作盤において当該防火対象物に設置されている消防用設備等の監

視・制御等を行うことができるものであり、その設置に当たっては、ハード的な基準のみ

でなく管理運営体制等をも考慮しておくことが重要となります。

◆消防用設備等に係る執務資料の送付について【総合操作盤の常時人がいる場所等への設

置】〔解釈〕

問 自動火災報知設備の受信機については、「消防法施行令、消防法施行規則等の条文の運用等につ

いて」（昭和45年11月21日付け消防予第227号）において、「夜間における当直等を強制するもので

はない。」と示されているところである。

総合操作盤について、消防法施行規則（昭和36年自治省令第6号）第12条第1項第8号は、夜間に

おける当直等を強制するものではないと解してよいか。

答 お見込みのとおり。

（令5・3・30消防予213）

memo 総合操作盤は、防災センター、中央管理室、守衛室その他これらに類する場所（常時人

がいる場所に限ります。）に設置することとされています。また、この規定のみをもって「夜

間における当直等を強制するものではない。」とされています。

第４章 ７ 総合操作盤

〔REI0542〕【富田邦文社(富関)】
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◆消防機関へ通報する火災報知設備の取扱いについて

消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第23条の消防機関へ通報する火災報知

設備（以下「火災通報装置」という。）について、近年の携帯電話の機能及び普及率の向上並びに令

和6年度消防用設備等の設置・維持のあり方に関する検討部会における検討結果を踏まえ、下記のと

おり取り扱うこととします。

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する

一部事務組合等を含む。）に対し、この旨周知していただきますようお願いします。

なお、本通知は消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言であることを申し

添えます。

記

令第23条第1項各号に掲げる防火対象物のうち、令別表第一(5)項イ並びに(6)項イ、ロ及びハに掲

げる防火対象物以外の防火対象物で、以下のいずれかの要件を満たすものについては、令第32条の

規定を適用し、火災通報装置の設置を要しないこととして差し支えないこととする。

1 防火対象物の所在地が自社で通信設備を整備するいずれかの携帯電話事業者（ＭＮＯ）のサービ

スエリア範囲内である。

2 消防法（昭和23年法律第186号）第17条の3の2に規定する検査の際、携帯電話での通報が可能で

あることが確認できる。

（令7・3・26消防予129）

memo 火災通報装置の設置が義務付けられる防火対象物（令別表1(5)項イ並びに(6)項イ、ロ及

びハに掲げる防火対象物を除きます。）にあっては、火災通報装置に代えて、一定の要件を

満たすことができる当該防火対象物に勤務する者等が有する携帯電話とすることが認めら

れたものです。

第２章 ４ 消防機関へ通報する火災報知設備
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（別図3）

別紙 〔省略〕

（平18・3・17消防予110）

◆消防用設備等に係る執務資料の送付について【多段式の自走式自動車車庫の階数の算定】

〔解釈〕

問 110号通知1(4)において示されている層及び段の数は、次に掲げる要件を満たす部分（最下階か

ら当該部分の最上階までが全て次に掲げる要件を満たすものに限る。）を除いて算定することと

して取り扱ってよいか（下図の場合、4層5段と算定）。

(1) 自走式自動車車庫部分（規則第18条第4項第1号の「火災のとき著しく煙が充満するおそれの

ある場所」以外の場所及び規則第19条第6項第5号の「火災のとき煙が著しく充満するおそれの

ある場所以外の場所」として取り扱うものに限る。）と耐火構造の床及び壁で区画されている

こと。

(2) (1)により区画されている床及び壁の開口部には、防火設備が設けられていること。

(3) 隣地境界線又は同一敷地内の他の建築物の外壁に面する外周部で、当該隣地境界線又は当

該外壁から3メートル未満となる部分に存する開口部には、防火設備で、随時開くことができ

る自動閉鎖装置付きのもの又は規則第12条の2第1項第1号ニ(イ)に適合するものが設けられて

いること。

答 差し支えない。

（令5・3・30消防予212）

第５章 １ 防火対象物に係る特例
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memo 消防法令の改正により、従来危険物として規制されていた主として高引火点（250℃以上）

のものが指定可燃物とされ、これらを貯蔵又は取り扱う防火対象物又はその部分について

は、原則として消防法施行令等により消防用設備等の設置が必要となりますが、特例とし

て従来の危険物に係る位置、構造及び設備に係る技術上の基準に適合していれば、従前の

例によることができるとされています。

◆可動式ブースに係る消防用設備等の取扱いについて

可動式ブース（天井及び壁により囲われたブースで、防火対象物の床や壁に固定（工具等で簡単

に取り外すことができるものを除く。）されておらず、人が出入りして利用するものをいう。以下同

じ。）については、事務作業のほか、様々な使用形態（休憩、喫煙等）のものや、火災時の安全性等

が確認された様々な性能・仕様を有するものが開発されるなど、その活用に係るニーズが拡大して

いることを踏まえ、今般、可動式ブースに係る消防用設備等の取扱いについて、下記のとおりとり

まとめましたので、通知します。

本通知をもって、「消防用設備等に係る執務資料の送付について」（平成30年11月2日付け消防予第

622号）については、別添中「問1」及び「問2」を削除し、「問3」及び「問4」をそれぞれ「問1」及

び「問2」に改めるとともに、「消防用設備等に係る執務資料の送付について」（令和2年12月28日付

け消防予第420号）については、廃止します。

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村等（消防の事務を処理す

る一部事務組合等を含む。）に対して、その旨周知していただくようお願いします。

なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出する

ものであることを申し添えます。

記

1 可動式ブース内のスプリンクラーヘッド又は感知器の設置について

スプリンクラー設備又は自動火災報知設備の設置が義務付けられている防火対象物において、

可動式ブースを設けることにより、当該可動式ブース内にスプリンクラーヘッド又は感知器の設

置が必要と認められる場合であっても、次の(1)及び(3)に掲げる要件を満たすもの又は次の(2)

及び(4)に掲げる要件を満たすものについては、消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」

という。）第32条の規定を適用し、これらの設置を要しないこととして、差し支えないこと。

(1) 次のいずれにも該当しないこと。

ア 令第5条第1項に規定する対象火気設備等及び令第5条の2第1項に規定する対象火気器具等

（以下「火気設備等」という。）の使用を行うもの

イ 宿泊を目的とするもの

ウ イ以外のもので、仮眠を伴うおそれがあるもの

(2) 次のいずれにも該当しないこと。

ア 火気設備等の使用を行うもの

イ ア以外のもので、喫煙その他の火気の使用を行うもの

ウ 宿泊を目的とするもの

(3) 次に掲げる要件を満たすこと。

ア 可動式ブースの床面積は6㎡以下であること。

第５章 １ 防火対象物に係る特例
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３ 畜舎等に係る基準の特例

令31条では、防火対象物又はその部分の用途に着目した消防用設備等の特例として、畜舎等に係

る特例基準が規定されています。

(1) 特例の対象となる畜舎等

特例の対象となる畜舎等は、令別表1(15)項に掲げる防火対象物で次のア及びイに掲げる要件を

満たす畜舎等（畜舎（家畜の飼養の用に供する施設をいいます。以下同じ。）及び畜舎に付随する施

設（下記(2)参照））とされています。

ア 防火上及び避難上支障がないものとして消防庁長官が定める基準（令4・3・31消防告2）に適合

するものであること。

＜防火上及び避難上支障がないもの＞

① 階数が1であること。ただし、延べ面積が3,000㎡以下であり、かつ、次に掲げる要件

を満たす場合は、階数を2とすることができます。

㋐ 2階部分が次に掲げる要件を満たすこと。

ⓐ 直接地上へ通じ、又は直通階段で屋外に設けるものに通ずる出入口をあらゆる部

分から容易に見とおし、かつ、識別することができるものであること。

ⓑ あらゆる部分からⓐの出入口に至る歩行距離が30ｍ以下であること。

㋑ 延べ面積が1,500㎡を超える場合にあっては、次に掲げる要件を満たすこと。

ⓐ 令10条1項5号に規定する無窓階が存しないこと。

ⓑ 直接地上へ通じ、又は直通階段で屋外に設けるものに通ずる出入口が2以上設け

られており、各階のあらゆる部分から2以上の異なった経路によりこれらの出入口

のうちの2以上のものに到達しうること。

② 居室（建築基準法2条4号に規定する居室をいいます。以下同じ。）が存する場合は、当

該居室が畜産経営に関する執務又は作業（軽微なものに限ります。）その他これらに類す

る目的のための使用に供するものであって、次の㋐から㋓までに掲げる要件を満たすも

のであること。

㋐ 次に掲げる部分が存しないこと。

ⓐ 不特定又は多数の者が利用する部分

ⓑ 仮眠その他の就寝の用に供する部分

⇒「仮眠その他の就寝の用に供する部分」

仮眠その他の就寝の利用を目的とした室（（例）仮眠室）のほか、当初は

別の目的での利用を想定していたものの当該居室を使用していく過程で仮

眠その他の就寝の利用が常態化した室（（例）寝具用の毛布等が常備される

など仮眠その他の就寝の利用が常態化した室）についても、これに該当す

るものであること。ただし、休憩室に防寒用の毛布等が置かれている状態

だけでは、これに該当しないものと取り扱うものであること（令4・3・31消

防予144）。

第５章 ３ 畜舎等に係る基準の特例
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